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オーストラリア経済とリブラジル下院特別委員会が年金改革法案を承認
 下院特別委員会は、サムエル・モレイラ報告官が作成した年金改革法案を賛成多数で承認（賛成36票：反対13票）。
 モレイラ報告官は7月2日、10年間で1兆714億レアルの財政改善効果を見込む意欲的な年金改革案を示す。
 今後の焦点は下院本会議での年金改革審議に移る。マイア下院議長は議会休会前に1回目の投票を行う姿勢示す。
 年金改革審議の最大のハードルである下院本会議を通過すれば、年金改革は成立に向けて審議が加速する可能性。

（審査確認番号 2019 ‒ ＴＢ154）

1/2

図1：ブラジルの年金改革案の規模

（出所）各種報道

下院特別委員会は年金改革法案を承認
ブラジルの下院特別委員会は7月4日、サムエル・
モレイラ報告官（下院議員）が作成した年金改革
法案を賛成多数（賛成36票：反対13票）で承認し
ました。
7月2日に公表されたモレイラ報告官の年金改革提
案では、10年間の財政改善効果が1兆714億レア
ルと意欲的な改革案が示されました（図1）。7月
4日の承認までの過程で法案には一部修正がなされ
ているものの、年金改革は1兆レアル前後の規模が
維持されているとみられます。
下院特別委員会で承認された年金改革法案では、
改革の根幹である一般労働者と連邦政府公務員の
年金制度の厳格化は維持され、州・地方政府公務
員や農村労働者など一部の改革については対象か
ら除外されました（図2）。

今後の焦点は下院本会議の年金改革審議に
下院特別委員会の承認を受けて、今後の焦点は下
院本会議での年金改革審議に移ります（図3）。ロ
ドリゴ・マイア下院議長は7月18～31日の議会休
会の前に、下院本会議の1回目の投票を行う姿勢を
示しています。
今後、年金改革審議の最大のハードルとみられて
いる下院本会議を通過すれば、ブラジルの年金改
革は成立に向けて審議が加速する可能性がありそ
うです。

図2：下院特別委員会承認の年金改革法案の概要

公表時期 年金改革案
10年間の

財政改善効果

2019年2月20日 ボルソナロ政権の年金改革提案 1兆724億レアル

2019年4月25日 ボルソナロ政権の年金改革修正案 1兆2,365億レアル

2019年7月2日
下院特別委員会の年金改革提案
（サムエル・モレイラ報告官案）

1兆714億レアル

 一般労働者の年金受給開始年齢は男性は65歳、女
性は62歳。最低拠出期間は男性20年、女性15年。

 州・地方政府の公務員は年金改革の対象から除外。

 勤労不可能な高齢者および障害者への継続扶助制度
（BPC）は現行ルールのままで維持。

 農村労働者は年金改革の対象から除外。

 積立方式の年金制度の導入は見送り。

図3：ブラジルの年金改革の議会審議の手続き

ボルソナロ政権が年金改革法案を議会に提出

↓

下院の憲法・司法委員会（CCJ）で審議・承認

↓

下院の特別委員会で審議・承認

↓

下院本会議で審議・承認
（60％以上の賛成が必要、投票は2回）

↓

上院の憲法・司法委員会（CCJ）の審議・承認

↓

上院本会議で審議・承認
（60％以上の賛成が必要、投票は2回）

↓

上院議長が年金改革法を公布（大統領の承認は不要）
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、レッグ・メイソン・アセット・マネジメントの情報を
基に、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものでは
ありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。実際の投資等に係る最終的な決定はご
自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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